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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】
１【主要な経営指標等の推移】

回次
第100期
第１四半期
連結累計期間

第101期
第１四半期
連結累計期間

第100期

会計期間
自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日

自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日

自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日

営業収益 （千円） 10,243,012 10,833,116 43,153,736

経常利益又は経常損失（△） （千円） 127,603 △21,113 238,378

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△）

（千円） 56,111 △84,256 45,392

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 87,964 △305,423 △257,892

純資産額 （千円） 11,342,833 10,451,334 10,871,932

総資産額 （千円） 36,746,052 36,706,100 37,636,988

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）

（円） 4.10 △6.16 3.32

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 29.8 27.7 27.9

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．第100期第１四半期連結累計期間および第100期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第101期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四

半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

 

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれ

ている事業の内容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】
１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関

する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有

価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び

連結子会社）が判断したものであります。

 

(1）経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政策効果により景気回復が期待されるもの

の、個人消費の伸び悩みや新興国の経済減速に加え、円高・株安の進行により企業収益の下振れが

懸念されるなど、先行き不透明な状況で推移いたしました。

当社グループが属する物流業界につきましては、国内貨物の荷動きに停滞感がある中で、燃料価

格の上昇や人手不足による人件費の増加がみられるなど、依然として厳しい経営環境となっており

ます。

このような状況の中で当社グループは、持続的な成長を図るため「利益が出る体質への変革」を

方針とし、様々な施策にグループ一丸となって取り組んでまいりました。

国内につきましては、前連結会計年度に開設した大型拠点の安定稼働に注力するとともに、３Ｐ

Ｌ事業の拡大に向け新規・既存得意先に対し積極的な営業活動を推進してまいりました。また、連

結子会社である角谷運送株式会社の吸収合併（平成28年10月１日予定）を決定するなど、グループ

の再編による合理化や効率化にも取り組んでまいりました。海外につきましては、ベトナムを中心

に食品関連物流の拡大などを図るとともに、平成28年６月にカンボジア王国において現地法人

LOGITEM (CAMBODIA) CO.,LTD.を設立するなど、インドシナ半島地域のネットワーク拡充を進めて

まいりました。

営業収益につきましては、円高の進行により海外グループ各社の収益が目減りしたものの、当社

において、保管能力の増強や新規得意先の獲得などにより、３ＰＬ事業が拡大したことから増収と

なりました。利益面につきましては、当社において、一部の拠点で倉庫稼働率が低下したことや新

規に受託した得意先の業務安定化に費用を要したことに加え、ベトナムにおいて、燃料価格の変動

に伴う価格調整があったことなどから、営業総利益が減少し赤字の計上となりました。

その結果、当第１四半期連結累計期間の営業収益は108億33百万円（前年同期比5.8％増）、営業

損失は２百万円（前年同期は営業利益１億30百万円）、経常損失は21百万円（前年同期は経常利益

１億27百万円）、親会社株主に帰属する四半期純損失は84百万円（前年同期は親会社株主に帰属す

る四半期純利益56百万円）となりました。
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セグメント別の業績は次のとおりであります。

①貨物自動車運送事業

営業収益につきましては、当社において、前連結会計年度の期中に取引を開始した得意先があっ

たことや、新たな配送業務を受託した既存得意先があったことなどから、増収となりました。セグ

メント利益につきましては、ベトナムで燃料価格の変動に伴う価格調整の影響があったものの、当

社において、営業収益が増加したことに加え、配送ルートの見直し等による改善効果があったこと

などから、増益となりました。

その結果、営業収益は、51億13百万円（前年同期比3.5％増）、セグメント利益は、２億80百万

円（同4.9％増）となりました。

当事業の営業収益は、当社グループ営業収益全体の47.2％を占めております。

 

②センター事業

営業収益につきましては、当社において、前連結会計年度の期中に取引を開始した得意先があっ

たことやインテリア関連の既存得意先の取り扱いが増加したことに加え、LOGITEM VIETNAM CORP.

NO. 2において、エレクトロニクス関連の荷動きが堅調であったことなどから、増収となりまし

た。セグメント利益につきましては、当社において、新規に受託した倉庫内作業の業務安定化を図

るために人件費が増加したことなどから、減益となりました。

その結果、営業収益は、20億４百万円（前年同期比7.1％増）、セグメント利益は、１億25百万

円（同36.9％減）となりました。

当事業の営業収益は、当社グループ営業収益全体の18.5％を占めております。

 

 

③アセット事業

営業収益につきましては、当社において、前連結会計年度の期中に保管能力を増強したこともあ

り、新規に取引を開始した得意先があったことや食品およびインテリア関連の既存得意先の保管需

要が増加したことなどから、増収となりました。セグメント利益につきましては、当社において、

一部の拠点で得意先の入退去にタイムラグがあったことなどにより倉庫稼働率が低下したことか

ら、減益となりました。

その結果、営業収益は、20億61百万円（前年同期比13.9％増）、セグメント利益は、63百万円

（同50.1％減）となりました。

当事業の営業収益は、当社グループ営業収益全体の19.0％を占めております。

 

④その他事業

営業収益につきましては、ロジテムエンジニアリング株式会社において、建設関連事業の取扱い

が増加したことなどから、増収となりました。セグメント利益につきましては、LOGITEM VIETNAM

CORP.NO.1において、ハイヤー事業で稼働率の低下や燃料価格の変動に伴う価格調整の影響があっ

たことに加え、L&K TRADING CO.,LTD.において、物品販売事業が低調な推移となったことなどか

ら、減益となりました。

その結果、営業収益は、16億54百万円（前年同期比2.2％増）、セグメント利益は、２億15百万

円（同7.1％減）となりました。

当事業の営業収益は、当社グループ営業収益全体の15.3％を占めております。
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(2）財政状態の分析

(資産)

流動資産は、前連結会計年度末に比べて、受取手形及び営業未収入金が６億22百万円減少した

こと等により６億14百万円減少し、97億52百万円となりました。固定資産は、前連結会計年度末

に比べて３億16百万円減少し、269億53百万円となりました。この結果、総資産は前連結会計年度

末に比べて９億30百万円減少し、367億６百万円となりました。

(負債)

流動負債は、前連結会計年度末に比べて３億74百万円減少し、115億48百万円となりました。固

定負債は、前連結会計年度末に比べて、リース債務が１億31百万円減少したこと等により１億35

百万円減少し、147億６百万円となりました。この結果、負債合計は前連結会計年度末に比べて５

億10百万円減少し、262億54百万円となりました。

(純資産)

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて、利益剰余金が１億38百万円および為替換算調整勘

定が２億20百万円減少したこと等により４億20百万円減少し、104億51百万円となりました。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(4）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】
１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 39,000,000

計 39,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成28年８月10日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 13,833,109 13,833,109

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数　1,000株

計 13,833,109 13,833,109 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成28年４月１日～

平成28年６月30日
－ 13,833,109 － 3,145,955 － 3,189,989

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

日本ロジテム株式会社(E04206)

四半期報告書

 6/17



（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確

認できず、記載することができませんので、直前の基準日である平成28年３月31日の株主名

簿により記載しております。

①【発行済株式】

平成28年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 　 147,000 － 単元株式数　1,000株

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,673,000 13,673 同上

単元未満株式 普通株式 　　13,109 － －

発行済株式総数 13,833,109 － －

総株主の議決権 － 13,673 －

（注）　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

日本ロジテム株式会社
東京都品川区荏原１－19－

17
147,000 － 147,000 1.06

計 － 147,000 － 147,000 1.06

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】
１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28

年４月１日から平成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レ

ビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,945,086 2,854,312

受取手形及び営業未収入金 5,662,260 5,039,391

その他 1,761,228 1,860,116

貸倒引当金 △1,213 △1,145

流動資産合計 10,367,360 9,752,675

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,889,532 3,824,541

土地 6,809,634 6,809,634

リース資産（純額） 6,415,106 6,286,841

その他（純額） 1,996,897 1,971,772

有形固定資産合計 19,111,172 18,892,789

無形固定資産 521,618 508,698

投資その他の資産   

敷金及び保証金 5,575,562 5,536,186

その他 2,131,485 2,085,265

貸倒引当金 △70,210 △69,514

投資その他の資産合計 7,636,836 7,551,937

固定資産合計 27,269,627 26,953,424

資産合計 37,636,988 36,706,100

負債の部   

流動負債   

営業未払金 2,856,532 2,304,391

短期借入金 3,346,820 5,748,064

賞与引当金 349,229 114,245

その他 5,370,712 3,381,775

流動負債合計 11,923,293 11,548,476

固定負債   

社債 280,000 230,000

長期借入金 6,468,991 6,508,954

リース債務 6,105,912 5,974,736

役員退職慰労引当金 393,369 397,633

退職給付に係る負債 203,425 203,055

その他 1,390,064 1,391,910

固定負債合計 14,841,763 14,706,289

負債合計 26,765,056 26,254,765
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  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,145,955 3,145,955

資本剰余金 3,190,071 3,190,071

利益剰余金 4,312,694 4,173,695

自己株式 △36,753 △36,753

株主資本合計 10,611,967 10,472,969

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 56,934 63,831

為替換算調整勘定 △148,041 △368,864

退職給付に係る調整累計額 △8,494 △385

その他の包括利益累計額合計 △99,601 △305,418

非支配株主持分 359,566 283,783

純資産合計 10,871,932 10,451,334

負債純資産合計 37,636,988 36,706,100
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  (単位：千円)

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

営業収益 10,243,012 10,833,116

営業原価 9,415,717 10,146,401

営業総利益 827,295 686,715

販売費及び一般管理費   

人件費 462,180 465,083

その他 234,927 223,889

販売費及び一般管理費合計 697,108 688,973

営業利益又は営業損失（△） 130,186 △2,257

営業外収益   

受取利息 4,429 3,528

受取配当金 1,408 1,562

受取手数料 4,900 4,909

受取補償金 1,768 6,706

持分法による投資利益 9,916 －

還付消費税等 10,129 －

その他 5,584 9,768

営業外収益合計 38,137 26,476

営業外費用   

支払利息 36,124 33,572

持分法による投資損失 － 2,434

為替差損 284 6,263

その他 4,311 3,062

営業外費用合計 40,720 45,331

経常利益又は経常損失（△） 127,603 △21,113

特別利益   

固定資産売却益 7,250 4,737

投資有価証券売却益 6,227 －

その他 1,173 －

特別利益合計 14,652 4,737

特別損失   

固定資産除売却損 5,154 12,781

投資有価証券評価損 － 24,785

会員権評価損 500 －

特別損失合計 5,654 37,566

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
136,600 △53,942

法人税、住民税及び事業税 61,259 67,385

法人税等調整額 △4,126 △43,130

法人税等合計 57,132 24,254

四半期純利益又は四半期純損失（△） 79,468 △78,197

非支配株主に帰属する四半期純利益 23,356 6,059

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
56,111 △84,256
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  (単位：千円)

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 79,468 △78,197

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 39,369 7,086

為替換算調整勘定 △31,690 △216,796

退職給付に係る調整額 641 8,109

持分法適用会社に対する持分相当額 176 △25,625

その他の包括利益合計 8,496 △227,225

四半期包括利益 87,964 △305,423

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 68,513 △290,073

非支配株主に係る四半期包括利益 19,450 △15,350
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱

い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年

４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更し

ております。

　なお、当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

(追加情報)

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月

28日）を当第１四半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次の

とおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

減価償却費 402,923千円 418,461千円

 

（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月15日

取締役会
普通株式 54,741 4.00 平成27年３月31日 平成27年６月12日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連

結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月16日

取締役会
普通株式 54,741 4.00 平成28年３月31日 平成28年６月15日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連

結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

日本ロジテム株式会社(E04206)

四半期報告書

13/17



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

  報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント
その他事業
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
貨物自動車
運送事業

センター事業 アセット事業 計

営業収益         

外部顧客への営業収益 4,942,331 1,871,273 1,810,156 8,623,761 1,619,251 10,243,012 - 10,243,012

セグメント間の内部収益

又は振替高
- - 7,549 7,549 - 7,549 △7,549 -

計 4,942,331 1,871,273 1,817,706 8,631,310 1,619,251 10,250,561 △7,549 10,243,012

セグメント利益 267,643 198,497 128,068 594,209 232,435 826,644 △696,457 130,186

（注）１　「その他事業」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、報告セグメントに関連する事

業（引越移転事業、施工関連事業、輸出入貨物取扱事業、通関事業、港湾関連事業、労働者派遣事業、損害

保険代理店業、物品販売業、総合リース業、旅客自動車運送事業等）であります。

２　セグメント利益の調整額△696,457千円には、セグメント間取引消去651千円、各セグメントに配分していな

い全社費用△697,108千円が含まれております。全社費用は、主に各セグメントに帰属しない総務、人事、

経理等管理部門に係る費用であります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

  報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント
その他事業
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
貨物自動車
運送事業

センター事業 アセット事業 計

営業収益         

外部顧客への営業収益 5,113,038 2,004,028 2,061,497 9,178,564 1,654,551 10,833,116 - 10,833,116

セグメント間の内部収益

又は振替高
- - 7,549 7,549 - 7,549 △7,549 -

計 5,113,038 2,004,028 2,069,046 9,186,114 1,654,551 10,840,666 △7,549 10,833,116

セグメント利益 280,856 125,347 63,868 470,072 215,978 686,050 △688,307 △2,257

（注）１　「その他事業」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、報告セグメントに関連する事

業（引越移転事業、施工関連事業、輸出入貨物取扱事業、通関事業、港湾関連事業、労働者派遣事業、損害

保険代理店業、物品販売業、総合リース業、旅客自動車運送事業等）であります。

２　セグメント利益の調整額△688,307千円には、セグメント間取引消去664千円、各セグメントに配分していな

い全社費用△688,972千円が含まれております。全社費用は、主に各セグメントに帰属しない総務、人事、

経理等管理部門に係る費用であります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業損失(△)と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、次のとお

りであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半

期純損失金額（△）
４円10銭 △６円16銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親

会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）

56,111 △84,256

普通株主に帰属しない金額 － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損

失金額（△）（千円）

56,111 △84,256

普通株式の期中平均株式数（千株） 13,685 13,685

（注）当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失

金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。なお、前第１四半期連結累計期間の潜在株

式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【その他】

　平成28年５月16日開催の取締役会において、平成28年３月31日の株主名簿に記録された株主に対

し、次のとおり期末配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　 54,741千円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　 ４円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　 平成28年６月15日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 
 

平成28年８月10日

日本ロジテム株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 會　　田　　将　　之　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 根　　本　　知　　香　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい
る日本ロジテム株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連
結会計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年４月
１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半
期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠
して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結
財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般
に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ロジテム株式会社及び連結子
会社の平成28年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績
を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
 
 
(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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